
市公契約基本条例の概要  

 

１  制定の趣旨  

 ⑴  本市では、  

①  公共工事等の発注に当たり、地域経済の活性化及び雇用の創出を図る

ために市内中小企業への発注を原則  

②  労働環境の悪化や地域経済への悪影響を招きかねないダンピング受

注防止対策のための最低制限価格の全面事後公表化  

③  電子入札の導入等による公正性、競争性及び透明性の更なる向上  

④  入札・契約の過程における、地球環境の保全、男女共同参画等の社会

的な課題の解決に資する取組を評価する仕組みの導入  

など、様々な入札・契約制度改革を実施してきた。  

⑵  これらの成果を踏まえ、本市が締結する公共工事や業務委託等の公契

約の発注に関する基本理念その他の基本となる事項を定め、本市及び受

注者の責務を明らかにすることにより、４つの基本的な考え方に基づく

取組をより一層推進するため、公契約に関する総合的な条例を平成２７

年１１月に制定した（平成２８年６月に全面施行）。  

 

２  ４つの基本的な考え方  

⑴  市内中小企業の受注機会の増大を図る  

➢  地域経済の活性化や雇用の創出はもとより、地域コミュニティの維

持・発展、地域における防災の体制・能力の維持・向上を図ることによ

り、将来にわたって活力に満ちた、人と人とが支え合う安心・安全なま

ちであり続けるためには、市内中小企業の持続的な発展が不可欠である。 

➢  これを踏まえ、市内中小企業の受注機会の増大を図っていくとともに、

市内産材料の使用促進や市内事業者の技術力の底上げにつながる発注

にも努める。  

⑵  公契約に従事する労働者の適正な労働環境を確保する  

 ➢  公契約のもとで働く労働者の適正な労働環境が確保されることは、本

市で働くひとの労働環境の向上のみならず、受注者の多くを占める市内

中小企業の健全かつ持続的な発展のためにも必要であるとの考えのも

と、本市と受注者は、公契約に従事する労働者の雇用の安定その他の適

正な労働環境の確保と維持・向上に努めていく。  

➢  公契約の発注者である本市は、労働関係法令を所管する国の関係機関

等とも連携し、受注者の労働関係法令の遵守が徹底されるよう、条例制定

を機により積極的に関与していくこととし、一定金額以上の公共工事等



を発注する際には、基本的な労働環境が確保されることを確認するため

の具体的な取組を推進していく。  

⑶  公契約の適正な履行及びその質の確保  

➢  本市が、安心・安全かつ適切な公共サービスを提供するためには、公契

約の適正な履行及びその質の確保が不可欠である。  

➢  その前提として、公契約における公正性、競争性、透明性を確保すると

ともに、公契約の適正な履行及びその質の確保について、受注者任せにす

るのでなく、発注者である本市と受注者である事業者が両者の協働により

これらを実現していくという理念をしっかり共有することが必要である。 

⑷  公契約を通じて社会的課題の解決に資する取組を推進  

➢  公契約の発注は、本市と市民や事業者との貴重な接点であり、公契約の

機会を活用し、多様な社会的課題の解決に資する取組の推進を図ること

は、多くの市民の利益につながるものであり、京都の未来をつくる大切な

働き掛けであると考える。  

➢  このため、入札・契約の公平性や競争性を阻害しないよう、また、特に

中小企業に過度な負担や不利な扱いにならないよう十分に配慮しつつ、

すべての市民に共通する社会的課題の解決に資する取組を推進していく。 

 

３  令和３年度以降の主な取組  

 上記２「４つの基本的な考え方」ごとの主な取組状況は、次のとおりである。 

 ⑴  引き続き、市内中小企業の受注機会の増大に向け、最大限努力。  

 ⑵  労働関係法令遵守状況報告書による法令違反の是正指導及び法定福利

費の明示の義務付け等の社会保険加入対策を継続実施。  

 ⑶  週休２日の現場閉所の本格実施に向けたモデル工事の対象を、災害復

旧工事や工期等に制約がある工事を除き、原則、すべての工事に拡大。  

   ダンピング対策の更なる強化に向け、令和４年４月１日以降に入札公

告を行う契約案件から、工事の低入札調査基準価格及び最低制限価格の

算定基準を国と同様に引き上げ。  

   受注者の本社経費の実態を反映させるため，令和４年５月から土木工

事における予定価格の算定基準を国と同様に引き上げ。  

 ⑷  ＳＤＧｓをはじめ、持続可能な社会を構築する取組に向けた企業行動

の重要性を啓発することを目的に、予定価格が一定金額以上の公契約の

受注者に「持続可能な社会を構築する取組の重要性を理解し、取組に努め

る」旨の宣言的な文書の提出を求める取組を引き続き実施。  

 

 



市内中小企業の受注等の機会の増大  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴  工事  

  ➢  令和３年度における市内中小企業受注率は、契約件数ベースで約８８％、

契約金額ベースで約６４％を占める。 

    「市内中小企業」以外の契約金額ベースの内訳を見ると、ＷＴＯ適用

案件が約４８％と最も高くなっている。  

 ➢  令和２年度と比べると、件数ベースで約２ポイント増加（＋１．５３）、

金額ベースで約６ポイント増加（＋６．０５）している。  

    この金額ベースでの増加は、京都市立芸大移転整備工事（約１９

６億円、令和２年度）などの、ＷＴＯ適用案件の契約金額が減少し

た（△約 173 億円）ことなどが影響している。  

➢  平成２９年度から令和３年度までの５年間で、市内中小企業受注率の

件数ベースは９割程度で推移しており、金額ベースは６割程度で推移し

ている。（ＷＴＯ適用案件が０件だった令和元年度は金額ベースの割合

が高くなっている。）  

◆  市内中小企業受注率（工事）  
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主な取組  

➢  法令上の制約があるＷＴＯ政府調達協定適用案件や、特殊な技術を要す

る案件などを除き、市内中小企業への発注を原則  

➢  コストや品質の確保に十分配慮したうえで可能な場合には、分離・分割

して発注  

➢  下請契約における市内中小企業の活用を促すため、入札公告、契約約款

等で市内中小企業を選定する努力義務を明記  

➢ 大型案件においては，市内中小企業が参画しやすいＪＶへの発注とするな

ど，可能な限りの中小企業の参入機会の確保に努めている。   など                                
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注１  競争入札により期間内に締結した総価契約の合計  

２  次年度以降も継続する契約は、次年度以降の支払予定額も契約金額に含む。  

 ３  測量、設計等の委託契約を含む。  
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⑵  物品  物品の買入・賃貸借のほか、製造請負、役務なども含む（以下、同じ）。  

 ➢  令和３年度における市内中小企業受注率は、契約件数ベースで約６４％、

金額ベースで約２８％となった。 

 ➢  令和２年度と比べると、件数ベースは約２ポイント減少（△１．９０）、

金額ベースは約 1 ポイント増加（＋１．１４）している。  

   市内中小企業以外の契約状況について、ＷＴＯ適用案件の受注件数が

増加（５４件）したことが影響したと考えられる。    

➢  「市内中小企業」以外の契約金額ベースの内訳は、鳥羽汚泥処理設備

運転管理委託（約２７億円）や基幹系共通基盤システムのサーバ賃貸借

（約１０億円）などのＷＴＯ適用案件が約６４％、東西線線路保守検査

（約２億円）などの機械器具が約２０％あり、これらの市内中小企業で

調達困難な高額案件があることから、市内中小企業受注率の金額ベース

の割合が低くなっている。  

➢  平成２９年度から令和３年度までの５年間で、市内中小企業受注率は、

件数ベースは６～７割で推移しており、金額ベースは、地下鉄（烏丸線）

新型車両等の調達等の高額の調達案件があった、令和元年度を除くとほ

ぼ横ばいである。  

 

◆  市内中小企業受注率（物品）  
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注１  競争入札により期間内に締結した総価契約の合計  

２  次年度以降も継続する契約は、次年度以降の支払予定額も契約金額に含む。  

３  不用物品売却を除く。  

 

⑶  共同企業体（ＪＶ）へ発注する工事の基準（京都市共同企業体運用基準）  

 ⑴  予定価格がおおむね３億５千万円以上の土木工事  

 ⑵  予定価格がおおむね７億円以上の建築工事  

 ⑶  予定価格がおおむね３億円以上の電気及び管工事  

 ⑷  通常の規模を大幅に上回るその他の工事  
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今後の方向性  

➢  引き続き、公正性、競争性及び透明性の確保を前提として、市内中小企

業の受注等の機会の確保に努めていく。  
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公契約に従事する労働者の適正な労働環境の確保  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「労働関係法令遵守状況報告書」制度の運用状況  

 ⑴  制度概要  

  ①  対象  

   ア  工事請負契約  予定価格５千万円超  

   イ  役務委託契約  予定価格１千万円超  ※建物・公園清掃、常駐警備等  

   ウ  指定管理協定  全て（協定締結者のみ）  

  ②  報告項目  

    労働条件、労働時間、保険、賃金などの１４項目  

  ③  手続  

   ア  受注者は、下請事業者の報告書を取りまとめのうえ、契約後２箇月

以内に市に提出  

   ※  提出済みの記載事項に変更が生じたら、市に提出  

イ  労働関係法令違反が判明した場合、契約後６箇月以内に違反状態を

解消し、「措置結果報告書」により市に報告  

  ④  公表、競争入札参加停止措置  

   ア  報告書の不提出又は虚偽報告書を提出したときなどは、当該事業

者の氏名、公表対象となる事実の具体的内容などを公表  

   イ  公表中の事業者や、当該事業者と市の公契約で下請等契約を締結

した事業者などは、原則として競争入札参加停止措置  

 

 

主な取組  

➢  受注者や下請事業者、公の施設の指定管理者から、労働関係法令の遵守

状況に関する報告書の提出を求め、遵守できていない事業者には改善を求

める「労働関係法令遵守状況報告書」制度を平成２８年６月に運用開始。  

➢  なお、低賃金での就労とならないよう、発注者として適正な予定価格で

の発注に努めている。  

  具体的取組の一つとして、平成３０年７月から、必要な法定福利費が契

約段階から確保されるよう、市に提出する工事請負代金内訳書に法定福利

費の明示を義務付け。  

➢  令和元年度から、週２日の現場閉所を行うモデル工事を実施。  

さらには、令和４年度から災害復旧工事や工期等に制約がある工事を除

き原則すべての工事に拡大。  

➢  令和２年１０月から、建設業法改正により社会保険への加入が建設業許

可・更新の要件とされたことや、全国的に未加入対策が厳格化されたこと

を踏まえ、工事請負契約において社会保険未加入の建設業者を下請人とす

ることを禁止（ただし、是正のための猶予期間を設ける）       など  



 ⑵  主な取組結果  

  ①  令和３年度の対象公契約の割合  

    工事、役務委託とも、件数ベースでは約２０～２５％だが、金額ベー

スでは約８５％となっている。  

    なお、指定管理は全て対象である。  

 入札件数（件）  契約金額（百万円）  

市全体  対象件数 比率  市全体  対象件数 比率  

工事  1,170 241  20.60% 86,780 73,855 85.11% 

役務委託  378 94 24.87% 7,371 6,299 85.46% 

指定管理  22 22 100.00% －  －  －  

注１  競争入札等により令和３年度に締結した契約の合計  

２  上表以外に、随意契約２５件（２，０２１百万円）も制度の対象  

３  次年度以降も継続する契約は、次年度以降の支払予定額も契約金額に含む。  

    ４  指定管理者制度の導入施設数  ３８３施設（令和４年４月１日現在）  

  

 ②  令和３年度の提出状況  

   ア  提出事業者数  

     工事    延べ２，８９１者   実数２，２６１者  

     役務委託     １８４者       １１４者  

     指定管理      ３２者        １８者  

   イ  是正対象者数      ０者  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トピックス  「本件業務に従事する労働者のうち最も低い賃金単価 (時給 )」について  

提出された報告書に記載の最も低い賃金単価（時給）を集計した結果は、次のとおりと

なった。  

 

令和２年度  （平均値）１，３６５円   （中央値）１，２５０円  

令和３年度  （平均値）１，３６８円   （中央値）１，２５０円  

※個人事業主、役員など、「最低賃金法が適用される労働者が従事していない事業者」を

除く延べ２，３０９者分  

 

（参考）  

京都府最低賃金（令和３年度）９３７円（令和３年９月まで９０９円）  

 令和２年度と比べると、平均値はほぼ横ばい（＋３円）、中央値は同値であった。  



③  週休二日モデル工事の実績  

 

 

 

 

 

 

 

       

注  発注者指定方式の実績  

 

 

 

 

 

 

 

 

 R1 R2 R3 R4 

対象件数  ３  ６  ２０  １００  

（見込）  

工事完了件数（①）  ３  ６  ２０  －  

うち４週８休達成数（②） ２  ６  ２０  －  

工事完了件数に占める４

週８休達成数割合（②/①） 
66.67% 100％  100％  －  

今後の方向性  

➢  報告書提出の徹底や適切な指導等を通して、適正な労働環境の確保を図

るとともに、常に制度・運用を点検し、見直しが必要ないか検討していく。 

➢  週２日の現場閉所を行うモデル工事の原則全案件適用により、引き続き

建設業の働き方改革等の推進に取り組んでいく。  

 



 公契約の適正な履行と質の確保  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な取組結果  

➢  令和３年度の落札率は、工事が約９０％、物品が約８５％となっている。 

➢  令和２年度と比べ、工事、物品ともにほぼ横ばい（工事△０．３６ポイ

ント、物品△１．４４ポイント）となっている。  

 ➢  なお、工事に関しては、ダンピング対策の強化を図るため、最低制限価

格の算定基準を、平成２５年度から平成２９年度まで５年連続で引き上

げ、令和２年度及び令和４年度にさらなる引き上げを行っている。  

 

 

 

 

 

主な取組  

➢  適正な予定価格及び最低制限価格※を設定するなど、徹底したダンピング

受注防止対策を実施（労働者の適正な賃金の確保のためにも極めて重要）  

  ※  最低制限価格  

    落札価格の最低限度の基準となる価格。入札金額が最低制限価格を下回った場合

はその入札者は失格となるため、最低制限価格は契約の下限額となる。  

  ○主な最近の経過（工事）  

   平成２４年度～  最低制限価格制度の適用範囲を拡大するとともに、  

           事後公表の範囲を拡大  

（平成２７年度～全面的に適用し、事後公表化）  

   平成２５年度～  平成２５年度以降、毎年度、公共工事設計労務単価

改定を予定価格に早期反映  

           令和４年度においても、公共工事設計労務単価改定

を、令和４年４月１日の入札から原則反映  

   令和  ４年度   ダンピング対策の更なる強化のため、工事の低入札

調査基準価格・最低制限価格の算定基準を国と同様に

引き上げ  

➢  受注者の本社経費の実態を早期に反映するため、令和４年度に国の積算

基準の改定に合わせ、土木工事の積算のうち一般管理費率を引き上げ  

➢  適切な履行評価の実施、将来の人材の育成、下請契約の適正化の促進、

不正行為の排除を徹底        など  

 



◆  市全体の落札率  

 

 

注１  競争入札により期間内に締結した総価契約の入札の合計  

 ２  次年度以降も継続する契約は、次年度以降の支払予定額も含む。  

 ３  工事には測量、設計等の委託契約を、物品には不用物品売却を含まない。  

 ４  落札率は、単純平均（１件ごとの落札率を入札件数で除算）  
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トピックス１    予定価格（税込）が２億円を超える工事契約における最低制限価格

及び失格基準価格未満での応札者数の推移  

最低制限価格及び失格基準価格未満での応札件数の推移は、全応札者数の約３割で推

移している。  

 R1 R2 R3 

入札件数  ３４  ３２  ４６  

総応札者数  ２２０  ２８４  ４４５  

うち価格未満の応札者数 ６０  ９３  １３４  

価格未満応札者の割合 ２７．２７％  ３２．７５％  ３０．１１％  

注  予定価格が事後公表の工事契約を集計  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢  物品においても、人件費の占める割合が高い役務業務（建物・公園清

掃、常駐警備等）において、引き続き最低制限価格制度を適用することに

より、ダンピング受注防止対策の徹底を図っている（平成２８年度から開

始）。  

 

➢  なお、役務業務における予定価格の積算基準（単価等を用いて積算する基

準）を令和元年度契約分から引き上げている（単価は毎年度、必要に応じ別

途改定）。  

 

 

 

 

 

 

 

今後の方向性  

➢  公契約の適正な履行と質、更に労働者の適正な賃金を確保するために、

適正な積算根拠に基づき、予定価格及び最低制限価格を算出していく。  

 

トピックス３      公共工事設計労務単価の改定  

昨今の技能労働者の不足等に伴う労働市場の実勢価格を適切に予定価格に反映する

ため、平成２５年から１０年連続で改定を実施（直近の改定は、令和４年３月以降の積

算から適用）  

なお、本市では、この改定時に技能労働者の賃金水準の引上げ、法定福利費の適切な

支払い、社会保険等への加入の徹底を事業者に要請  

京都府域の労務単価の推移  

普通作業員  ㉔１３，１００円  →  ④２０，１００円  

鉄筋工     １６，２００円  →   ２３，９００円  

大工      １６，１００円  →   ２３，１００円  

トピックス２    不落件数の推移  

 不落件数の推移については約１～２％台で推移している。  

 H29 H30 R1 R2 R3 

入札件数  ５６７  ４８９  ５９９  ５８３  ４２１  

うち不落件数 １２  １１  ７  １０  ５  

割合  ２．１２％  ２．２５％  １．１７％  １．７２％  １．１９％  

注  不落とは、応札者がいたが落札者が決まらなかったものをいう  

注  工事契約を集計  

注  単価契約を除く  



公契約を通じて社会的課題の解決に資する取組  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

主な市長部局の取組例  

段階  内  容  

格
付
で
の
加
点 

（
工
事
契
約
の
み
） 

該当する項

目がある場

合は格付の

加点  

官公需適格組合  

ＩＳＯ９００１認証取得者  

ＩＳＯ１４００１、ＫＥＳ認証取得者  

障害者法定雇用率達成事業者  

災害発生時における応

急協定を締結している

団体に加入している者  

京都市との協定  

京都府との協定  

男女共同参画の取組を

推進している事業者  

｢一般事業主行動計画｣の策定  

国家資格を有する女性技術者

の雇用  

暴力団からの不当要求排除の取組（「不当要求防止責任

者講習」の受講）をしている事業者  

消防団協力事業所に認定されている事業者  

入
札
参
加 

条
件
設
定 

電力調達契

約で入札参

加者を限定  

・「京都市電力の調達に係る環境配慮契約方針」の評価

基準により、ＣＯ２排出係数（ 1kWh 当たりの排出係数 0.50

以上 0.225 未満までの８段階の区分に応じ、０～ 70 点の配

点）、再生可能エネルギーの導入状況（導入率 5％未満～

50％以上の５段階の区分に応じ、－５～ 30 点の配点）など

の各項目の得点の合計が一定値（ 70 点）以上である者  

・再生可能エネルギー比率１００％電気の料金メニュ

ーにより、各入札で求める電気量を供給する者  

清掃業務委

託で入札参

加者を限定  

ＩＳＯ１４００１、ＫＥＳ認証取得者  

主な取組  

➢  これまでからＩＳＯ１４００１、ＫＥＳ（京都・環境マネジメント・ス

タンダード）を取得している事業者を、工事業者の格付制度で加点評価す

るなど、社会的課題の解決に資する取組に配慮  

➢  環境にやさしい都市づくり、地域防災力の維持・向上、地域コミュニテ

ィの維持・活性化等に貢献するなど、すべての市民に共通する社会的課題

の解決に資する事業者評価を推進  

➢  具体的取組の一つとして、令和２年４月から、予定価格が一定金額以上

の公契約の受注者に「持続可能な社会を構築する取組の重要性を理解し、

取組に努める」旨の宣言的な文書の提出を求める取組を開始。令和３年４

月から、具体的な取組内容の記載を義務化。  

令和４年４月から「きょうとＳＤＧｓネットワーク」を構成する制度の

認証を受けた事業者等については、上記の宣言的な文書の提出を免除。  



総
合
評
価 

で
の
加
点 

該当する項

目がある場

合は総合評

価の加点  

ＩＳＯ１４００１、ＫＥＳ認証取得者  

災害発生時における応急協定を締結している団体に加

入している者（京都市、京都府との協定）  

市内企業の下請参入率及び共同企業体における市内企

業の出資割合  

契
約
後 

契約後２箇月以内に「持続可能な社会を構築する取組の重要性を理

解し取り組みに努める」旨の文書を提出  

【対象】  

・予定価格４億円以上の工事請負の受注者  

・予定価格８千万円以上の物品等調達の受注者  

履
行
確
認 

紙類のグリ

ーン調達  

紙類の品目に応じ、一定以上の古紙パルプ配合率等（仕

様書に記載）  

確認できな

い場合は違

約金徴収  

市内企業の下請参入率（総合評価での加点項目）  

資
格
登
録 

確認できな

い場合は不

登録  

所得税、法人税、消費税、市民税及び固定資産税の滞

納がないこと  

本市水道料金及び下水道使用料の滞納がないこと  

暴力団員等又は暴力団密接関係者でないこと  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方向性  

➢  引き続き、現行の取組を推進していく。  

➢  なお、公平性や競争性、また特に中小企業に過度な負担や不利な取扱い

にならないよう十分に配慮しつつ、公契約の性質や目的に応じ、入札・契

約の際に、これらの取組を加点評価するなどの取組を検討していく。  

  その際には、事業者の取組を客観的に評価する仕組みについても十分研

究していく。  

 

トピックス  主な工事格付での加点状況（近年の推移）  （注  延べ加点業者数） 

     令和元年度  令和２年度  令和３年度  

不当要求防止責任者講習    ５０２者   ６０５者   ７１６者  

災害応急協定（市との協定）    ６０９者   ６１５者   ６２５者  

ＩＳＯ１４００１、ＫＥＳ    ２６７者   ２６８者   ２６５者  

国家資格を有する女性技術者の雇用   ２７０者   ２９２者   ３１４者  

ＩＳＯ９００１     １２６者   １２６者   １２５者  

一般事業主行動計画の策定     ７８者    ８３者    ８３者  

災害応急協定（府との協定）     ６７者    ７６者    ８５者  

障害者法定雇用率達成事業者     ４７者    ３６者    ４２者  

消防団協力事業所      ３５者    ３５者    ３５者  

官公需適格組合       ５者     ５者     ５者  


